資料６－１

障害者の居住支援システムの構築に関する研究－研究成果の概要　　　　　　　宗澤忠雄

障害のある人の都市部における地域生活の基盤となる住まい確保の課題について、
１．グループホーム・ケアホームの設置・運営
２．居住サポート事業による賃貸住宅の斡旋のあり方
の二点から、全国自治体の施策と現状から施策課題を明らかにしたものである。
１．グループホーム・ケアホーム（以下、「ホーム」と略）の設置・運営について
　（１）ホームの設置

①都市部における物件単価の実情は国の補助単価との乖離が大きく、主要政令市では新築の場合に最低６千万円（国基準の約３倍）が必要である
②同様の事情から借上げの場合には家賃補助が必要不可欠である。家賃補助がない場合、障害基礎年金の月額をホーム利用料だけでオーバーするため、地域生活移行者がホームの暮らしに落ち着いた自立生活を実現しながら就労先を探す等の取り組みが不可能となるため、地域生活移行の大きな障壁となる
③既存物件を活用する際の注意点

・建物入口の間口が広いことと浴室の改装の容易なつくりがあらゆる障害の態様に備えるリフォームが可能な条件

・消防署直通型または警備保障会社直通型の火災報知機の設置は必要十分条件、可能な限りスプリンクラーの設置を図ることが必要

④地域生活移行の行先にホームを位置づける場合には、ホーム生活に向けた生活訓練の場を単独設置すること（北九州市でも大きな課題と位置づいているほか、南高愛隣会では自前で移行訓練棟を、鳥取県厚生事業団は入所施設内に移行訓練室をそれぞれ設けている）

〈視察から〉

　・新築は、名古屋・北九州の両市で最低6,000万円、横浜では8,000万円等

　・防火対策（火災報知機の設置、防火カーテン・防火絨毯など）と新設時の家具・什器等の共同利用設備・備品（通常、「世帯単位」で必要となるもの）に必要な補助金（初度調弁費）については、すべての地域で大きな困難を抱えている
　・西日本は、畳が本間（191×95.5cm）であるため、同じ畳数でも江戸間（176×88）の約1.2倍の広さがある

　・地方部は、製造業の海外移転（いわゆる「産業の空洞化」）に伴い、地域の空き物件が非常に多く、不動産業界（特に家主さんにとって）は過剰在庫を抱えていることが、既存の物件活用によってホーム設置をはかりやすい条件となっている
　・１か所のホームを借上げで設置するために、通常100か所程度の物件を見て回り、最適な物件の選択につなげるようにしている
（名古屋ゆたか福祉会等）

　　　・グループホーム・ケアホームへの移行希望者は、強制ではないが、利用者一人当たり500万円の積立金を奨励し、新築ホームの設置を図っている
　　　・新築のメリットは、トイレ・洗面台の複数設置、蹴上げの低い階段、ホームエレベーターの設置、ホーム用の間取り（居室の面積と造りの均一化）等に一から配慮できることである（宮城県はらから福祉会も同様の指摘）
　　　・近隣との関係には、日常普段からのつきあいを重ねた信頼関係づくりがベースであること、不動産業者・建築業者との親密な関係性が地域住民との間柄をつくる媒介となることがあること、それでもなお窓の「目隠し」（周囲の家の中を見ることができないようにする）を求められることが多い
　　　・共同住居の借上げには、ワン・フロアー丸ごとの借上げか、上下ツー・フロアーで階段の左右を借り上げると騒音対策の点で近隣との関係が良好となる
（長崎県南高愛隣会）

　　　・入所施設からホームへの移行に取り組み始めた当初段階では、「新築の理想的な建物」にこだわったが、現在はすべて既存物件の借上げ方式としている。

　　　　　理由⇒1) 就労先の変更、地域の暮らしが充実していくことに伴う「一緒に住みたい人」の変化等から、一つのホーム利用者の構成は３～５年単位で変化していくため

　　　　　　　　2) 借上げ物件のリフォームで十分に対応可能である
　　　　　　　　　敷地60坪4LDKの一軒家で７～８万円の相場
　（鳥取県厚生事業団）
　　　・2006年の社会福祉事業団「改革」によって、完全独立採算制、給与25%カットが県から断行される⇒全国の社会福祉事業団に波及する「お手本」と位置づくもの

　　　　（建物は事業団所有、土地は県所有のため、建物の建て替え・改修はすべて事業団の自己責任）
・強度行動障害のある人向けのホームについては、新築で対応（米子市周辺で2,400万円で新設）

　　　・その他は、すべて借上げ（県営住宅4LDKの家賃２万３千円／月、敷地150坪5LDKの物件で8万円／月）
　　　・窓の「目隠し」は、設置の際に地域から求められることが多い
　　　・地域の理解を得るためには、夜間支援者の配置が決め手となることが多い
（２）ホームの運営
①ホームを単独で運営するのではなく10ヶ所程度のホームを1ユニットに運営すること
・支援者の孤立・不適切な支援を回避するため（単独運営は、いずれの地域の取り組みでも虐待または不適切な対応が生じたという）
・利用者のマッチングや職場の移動に調整・対応するため（南高愛隣会と鳥取県事業団では、ユニット間の調整対応も図られていた）

　・ユニット単位で支援職員のやりくりを含むバックアップ体制と職員研修をはかるため
　　（南高愛隣会は生活支援センターを、鳥取県事業団は入所施設をそれぞれバックアップの拠点としていた）
　・各ホームの支援者の組み合わせは、ベテラン経験者と新人・経験の浅い人との組み合わせを最低要件とし、若い人たちだけの構成にはしないこと（「若い人」は、近隣関係への配慮やホーム単位で必要な親密な間柄をつくることへの配慮が難しいとする指摘が目立った）
②地域生活移行の取り組みにおける初期段階は比較的軽度の人が対象となるが、２～３年後からは中・重度の人への対応が必要となるという共通の現象が確認された

③支援の組み立てには、ホームヘルパーの併用とガイドヘルパーの利用が必要とされる

・上記の保障があれば、強度行動障害と医療ケアが常時必要な人以外は、事前・事後ケアの組み立てを丁寧に実施すれば、大きな問題は生じないとのこと

④佐賀県・富山市で実施されている世代間交流型の社会資源をパイロット事業から模索すべきである

・首都圏とは異なる地域社会の間柄を基盤とする点で、さいたま市ではにわかに実施できるものと考えることは困難であるが、子どもからお年寄りまで障害の有無に拘らず「通う・泊まる・住まう」を提供する社会資源のメリットははかりしれない
　・「みんなの社会資源」の中に、障害のある人のサービスを位置づけていく試みがホーム　やデイサービス等の取り組みに必要である
２．居住サポート事業による賃貸住宅の斡旋のあり方について
①居住サポート事業は相談支援事業と一体のものとして実施することが地域生活支援の円滑な運営に必要不可欠である。とりわけ、精神障害領域ではグループホームを通過点（または賃貸住居からの戻りが必要な場合がある）として賃貸住宅での暮らしを希望する人がいるため、ホームと賃貸住居に関する一体型の支援を構成することが求められる（北九州の居住サポートセンターは生活支援センターと別立てのため苦労が多いとのこと）
②相談支援と居住サポートの担当者の「兼任」は不可能であり、それぞれの専任を配置すること（北九州の居住サポートは、市内全域を１ヶ所３人[拠点型にするため年間補助金額1,400万円とする、市内複数設置を求めるなら1ヶ所年額600万円までと市に言いわたされた]で担当しており、地域のニーズには「とてもじゃないが応えられていない」とのこと）

　　・居住サポートにおける夜間支援は、居住サポート事業の範囲だけで組み立てると対応できない困難があるため、民生委員・保健師等を含むネットワークによる対応システムを構築しておくことが求められる
　　・居住サポートはアフターケアの継続が大切であるため（失業によって孤立するひとがリーマン・ショック以降に目立ち始めたとのこと）、居住サポート事業が進展すればするほど、支援者の担当ケースが増大していく

③保健・福祉・医療関係のネットワークに加え不動産業者との協力的なネットワークを構築する課題が大きい（ホームの新設とも共通する課題）こと

・精神障害の場合には退院促進事業との密接な連携が必要とされる
　　・あんしん賃貸支援事業（国土交通省の施策、外国人・高齢者・単親家庭・障害者等への賃貸住宅の斡旋を支援する事業、不動産仲介業者が支援協力店となって、個別家主から必要な物件を仕入れる、埼玉県は未実施）と居住サポート事業の連携
④家賃保証事業者の選定は独占を許さず、複数の信頼度の高い事業者に分散させることが事業者の倒産に伴うリスク回避にとって重要である（北九州では、市が実情を顧みずに一つの業者を特定してきたため、倒産に伴う大問題が発生したとのこと）

⑤首都圏では、生活保護における住宅扶助の特例基準を用いても住居確保の困難な場合があるため、家賃補助の創設は必要不可欠である（北九州では、殆どすべてが大都市特例の基準適用となっていた）

⑥賃貸住宅への居住移行者は障害の程度が軽度であると考えられがちであるが、ホームへの移行と同様に、賃貸住宅という単独生活に必要な生活スキルの向上に取り組むことのできるプログラムの実施が利用者に保障されるべきである（北九州では、居住サポートセンターを中心に、病院の看護師・栄養士・調理師のチームで実施する「一人暮らしの食事」学習プログラム等が展開されはじめていた）
